
2023年00月00日

本資料は、現在弊社が入手し得る資料及び情報に基づいて作成したものですが、弊社は、その資料及び情報に関する信憑性、正確さを独自に確認していません。 本資料において一定の仮定を用いた試算を

行っている場合、その試算結果は仮定に基づいた概算であるため、別途詳細な検討が必要です。 本資料は貴社内での参考資料としてのご利用を目的として作成したものであり、他の目的で利用されること、

本資料の貴社外でのご利用もしくは第三者への開示がなされることのないようお願い申し上げます。

Discussion Purpose Only / Internal Use Only / 記載なし DRAFT / 記載なし

62
© 2023 Yamada & PartnersStrictly Private & Confidential

速報 令和5年度（2023年度）税制改正解説

法人課税 中小企業向け設備投資促進税制の見直し及び延長

1 ．改正の概要
中小企業者等が設備投資を行った場合の優遇措置について、一部を見直した上、適用期限を2年延長する。

中小企業経営強化税制

（延長）

中小企業投資促進税制

（延長）

中小企業防災・
減災投資促進税制（延長）

対象企業 青色申告書を提出する中小企業者等※（資本金額1億円以下の法人又は農業協同組合等）

対象事業
（指定事業）

・主に製造業・建設業・小売業・卸売
業・サービス業等が対象

・下記の事業等は対象外
電気業、熱供給業、水道業、娯楽
業（映画業を除く）、鉄道業、航空運
輸業、銀行業等

・主に製造業・建設業・小売業・卸売
業・サービス業等が対象

・下記の事業等は対象外
電気業、熱供給業、水道業、娯楽業
（映画業を除く）、鉄道業、航空運輸
業、銀行業

適用要件
特定経営力向上設備等の取得等をし、
指定事業の用に供すること

一定の対象設備の取得等をし、指定
事業の用に供すること

設備の取得前に事業継続力強化計
画等の認定を受け、認定を受けた日
から1年以内に取得等をし、事業の用
に供すること

見直し

①特定経営力向上設備等の対象より
次の設備を除外する。
・コインランドリー業又は暗号資産
マイニング業（主要な事業であるもの
を除く。）の用に供する資産でその管
理のおおむね全部を他の者に委託す
るもの

①対象設備から次の設備を除外する。
・コインランドリー業（主要な事業で

あるものを除く。）の用に供する機械
装置でその管理のおおむね全部を他
の者に委託するもの

②対象資産について、総トン数500ト
ン以上の船舶にあっては、環境への負
荷の低減に資する設備の設置状況等
を国土交通大臣に届け出た船舶に限
定する。

①対象設備に次の資産を追加する。
・耐震装置

※同一の大規模法人が発行済株式等の2分の1以上を所有している会社、2以上の大規模法人が発行済株式等の3分の2以上を所有している会社、

適用事業年度前3年間の平均所得が15億円を超える法人を除く。

中小企業向け
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速報 令和5年度（2023年度）税制改正解説

1 ．改正の概要

2 ．実務上の留意点

中小企業経営強化税制

（延長）

中小企業投資促進税制

（延長）

中小企業防災・
減災投資促進税制（延長）

対象設備・
金額要件等

建物・構築物

機械装置 1台160万円以上 1台160万円以上 1台100万円以上

ソフトウェア 1台70万円以上 合計70万円以上

器具備品 1台30万円以上 1台30万円以上

建物附属設備 1台60万円以上 1台60万円以上

工具 1台30万円以上
1台30万円以上

かつ合計120万円以上

普通貨物自動車 車両総重量3.5ｔ以上

内航船舶 取得価額の75%が対象

特別償却率 即時償却（100%） 30%
～2023（令和5）年3月31日 20%
2023（令和5）年4月1日～ 18%
2025（令和7）年4月1日～ 16％

税額控除率
特定中小企業者等 10% 7% 適用不可

上記以外 7% 適用不可 適用不可

適用期限
2025（令和7）年3月31日
までの間に事業の用に供
した資産に適用される

2025（令和7）年3月31日
までの間に事業の用に供
した資産に適用される

2025（令和7）年3月31日までの間に
認定を受けた事業継続力強化計画
等の対象資産で、認定を受けた日か
ら1年以内に取得等をして事業の用
に供した資産に適用される

⚫ 中小企業経営強化税制、中小企業投資促進税制の対象設備の縮小に注意が必要である。

⚫ 中小企業防災・減災投資促進税制の対象設備に追加される耐震装置の内容の確認が必要である。

中小企業向け




